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研究成果の概要（和文）：米国ミネソタ州の Parents, Allied with Children and Teachers(以

下 PACT)を事例として、アカウンタビリティの仕組みと実態の分析を通して、学校評価モデル

構築に資する知見を得た。本研究では、特にスポンサー評価に焦点を当てて、以下の結論を得

た。第一に、スポンサー評価に PACT に対する支援機能が含まれていること、第二に、学校評価

の基本は自己評価であること、第三に AdvancED のアクレディテーションを通して PACT の学校

改善が達成できたことである。 

 
研究成果の概要（英文）：It was found that I would point out some knowledge, contributing to 

making a model of school evaluation through an analysis of the mechanism and the actual 

condition of “Parents, Allied with Children and Teachers(PACT) charter school in 

Minnesota State. In this study three points were clarified, especially focused on a charter 

school evaluation by a sponsor. First, PACT charter school evaluation by the sponsor has a 

strong support function. Second, the basis of a school evaluation is self-evaluation. Third, 

the reason why PACT has improved their quality of education is through an accreditation 

of AdvancED, the third party evaluators.    
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１．研究開始当初の背景 

米国で 2002 年に制定された、初等中等教
育 法 の 修 正 案 で あ る No Child Left 

Behind(以下 NCLB)法の影響により、他の一
般公立学校と同様に、一律的な学校評価が展
開されつつあった。このような状況において、
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個々のチャータースクール(以下 CS)が有す
る多様性を維持させるような学校評価モデ
ルの構築が急務的な課題となっていた。 

 

２．研究の目的 

 CS が急速に普及している要因は、CS が公
立学校であるにも関わらず、教育・学習活動
の自由度が高いことにある。上記のような
NCLB 法制下では、CS の自由度に制限がか
かる状況が生じている。しかし、言うまでも
なく、CS はその自由度を維持することによ
り、CS としての地位が保たれる。したがっ
て、本研究では、個々の CS の自由度を保持
できる多様性を多角的に評価するための学
校評価モデルを構築することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

(1) ミネソタ州の CS を対象として、質問紙
調査を実施し、NCLB 法以前と以後の対象とす
る CS における教育・学習状況と学校評価の
あり方にどのような変容が見られるのかを
検証する。 
 
(2) ミネソタ州における CSの訪問調査によ
り、CS の多様性を多角的に評価することが可
能な学校評価モデル構築に資するデータ及
び知見を得る。 
 
４．研究成果 
(1) 下記拙稿「日本における学校評価に関
する政策的動向」では、日本における学校評
価に関する政策的動向について、2000 年の教
育改革国民会議による「教育を変える 17 の
提案」から 2008 年の「学校評価ガイドライ
ン〔改訂〕」までを対象として論じた。導か
れた結論としては、教育政策を牽引する主体
の正当性を主張するのではなく、教育政策が
諸外国の実践も含めた調査研究に基づく、科
学的知見によって提言されなければならな
いことを、近年における教育政策形成の特徴、
つまり、文部科学省や中央教育審議会以外の
提言による教育改革のダッチロール的状況
も含め、言及した。 
 
(2) 下記拙稿「アメリカ合衆国における教
育改革に関する一考察-ミネソタ州を事例と
して-」において、連邦レベル、そしてミネ
ソタ州における 1950 年代から 2000 年代中期
までの教育改革の沿革について言及し、多様
な社会背景やニーズに対応しつつ、連邦や同
州の教育改革が展開されてきた事実を明ら
かにした。また、ミネソタ州の CS である PACT
を事例として、CS の有する可能性と危険性に
ついて指摘した。加えて、CS の意義について
次のように言及した。通常の公立学校では提
供できない、非伝統的な教育が展開できるこ
と、及び CS との比較を通して伝統的な公立

学校自身を問い直す契機を提供していると
いう点。 
 
(3)  下記拙稿「スポンサーによるチャータ
ースクール評価の実態に関する一考察
-Bethel Universityによるチャータースクー
ル評価を事例として-」の目的は、スポンサ
ーによる CS 評価の仕組みと実態を分析する
ことを通じて、公教育体制再構築のための示
唆を得ることである。それは以下のように言
及することができる。 
学区教育委員会に加えて、その他の機関が

一定の基準を満たしていることを条件とし、
スポンサーとして当該機関が、CS を評価し、
許認可更新する過程を通して公立学校とし
ての CS の質を保証する。と同時に、CS 側に
もスポンサーを選択する権限を付与し、スポ
ンサーの質も担保する。上記の仕組みは、新
たな公教育体制再構築の試みであると結論
付けた。 
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